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本県の職業能力開発の現状と課題  
 

１ 雇用を取り巻く環境の変化 

（１）人口の動向 

本県の令和７年（２０２５年）１月１日の推計人口は、６８３，５１０人  

（男３４７，０２６人、女３５６，５６３人）で、前年に比べ８，５７４人減少し

ています。  

また、本県の総人口は、昭和６０年（１９８５年）の８３４，８４１人をピーク 

に徐々に減少を続け、令和３２年（２０５０年）には４８万人と昭和６０年の 

約５７％にまで減少すると推計されています。  
 

  【徳島県の総人口の推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」）  

 

 

 

 

資料１  
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   合計特殊出生率を見てみると、昭和３５年（１９６０年）は２．０２でしたが、 

全国の傾向と同じく減少しており、令和６年（２０２４年）には１．３２と、人  

口規模を保つのに必要な水準とされている２．０７を大きく下回っています。  

  出生数も３，５４７人と、第２次ベビーブーム後の昭和５０年（１９７５年）の 

 １２，０２０人と比較して約３割まで減少しています。 

 
  【合計特殊出生率の推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：厚生労働省「人口動態調査」）  

 

（２）労働力人口の減少 

    本県の年齢別人口構成の状況を見てみると、少子高齢化の影響で「０～１４歳」 

の年少人口の割合は年々減少してきており、令和２年（２０２０年）の１１．２％

が、令和３２年（２０５０年）には８．６％まで減少する一方、６５歳以上の高年

齢者の人口の割合は、令和２年（２０２０年）の３４．５％が、令和３２年（２０

５０年）には４４．８％まで増加すると予想されています。  

  また、「１５～６４歳」の生産年齢人口の割合も年々減少し、令和２年（２０２

０年）の５４．４％が、令和３２年（２０５０年）には４６．６％まで低下すると

予想され、本県の経済活動に大きな影響を与えることが懸念されます。  
 

（３）有効求人倍率の動向 

   徳島県の有効求人倍率は、過去１５年あまりの間に、二度の大きな経済的ショックを

経て変動してきました。 

本県の有効求人倍率は、平成２０年（２００８年）９月のリーマンショックの影響に



3 
 

より、平成２１年（２００９年）８月には０．５７倍まで悪化しましたが、その後は、

県内地域経済の緩やかな回復を受け、平成２５年（２０１３年）７月には、平成４年（１

９９２年）以来の１．０倍台を回復し、平成３１年（２０１９年）４月には１．５３倍

まで上昇しました。 

しかし、令和２年（２０２０年）に入り、新型コロナウイルス感染症の世界的な大流

行と国内での感染拡大により、我が国を含む全世界の経済・雇用情勢は急速に悪化し、

本県の有効求人倍率も令和２年度（２０２０年度）平均は１．１１倍となり、好調な状

況から一転して強い警戒感が示されました。 

令和３年（２０２１年）度以降、有効求人倍率は再び持ち直し、直近の令和７年（２

０２５年）９月時点では１．１９倍となるなど、１．１倍台〜１．２倍前後で推移して

います。 

現在の雇用情勢は、求人が求職を上回る「売り手市場」を維持している一方、人口減

少と少子高齢化の進展により人手不足が深刻化しています。 

 
【徳島県の有効求人倍率の年度推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」、徳島労働局「職業安定業務統計速報」、  

「最近の雇用失業情勢」）  
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（４）女性の就業状況 

  本県の男女別の就業状況を見てみると、令和２年（２０２０年）では男性が６０．

７％と、５年前に比べ０．６ポイント、女性が４７．１％と、２．２ポイント上昇

しています。５歳ごとの年齢階級別の就業率では、男性では「３５歳～３９歳」と

「５０歳～５４歳」を除き上昇しています。女性では全ての年齢階級で上昇してお

り、子育て世代の就業率が高くなってきています。  

 
【徳島県の年齢階級別就業率】  

徳島県の男女別15歳以上人口、就業者及び就業率－令和２年、平成27年
(人、％、ポイント）

15歳以上人口 15歳以上人口 15歳以上人口
就業者数 就業者数 就業者数

男 288,280 174,947 60.7% 309,643 186,156 60.1% -21,363 -11,209 0.6%
女 325,723 153,339 47.1% 349,330 156,750 44.9% -23,607 -3,411 2.2%

就業状態
男女 就業率 就業率

令和2年 平成27年 増減

就業率

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：総務省「令和２年国勢調査」）  

 

（５）若年者の就業状況 

  全国の完全失業率は、令和２年（２０２０年）に新型コロナウイルス感染症の影

響により悪化しましたが、その後は緩やかに改善を続け、令和６年（２０２４年）

には、特に１５～２４歳は４．０％、２５～３４歳は３．４％と令和２年（２０２

０年）に比べ、それぞれ０．６ポイントと０．５ポイント改善しています。  

  若い世代では少子高齢化の進行や人手不足により雇用環境は改善していますが、他

の世代と比較すると完全失業率が高く、職業訓練を充実させることにより、企業が求

めるスキルや知識を習得させ、安定した就職につなげるための支援が必要です。 
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【全国の年齢階級別完全失業率の推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：総務省統計局「労働力調査（基本集計）」）  

 

（６）新規学校卒業者の離職率※の推移 

  県内の新規学校卒業者の離職率を、令和３年（２０２１年）から令和５年（２０

２３年）までの３か年について全国と比較してみると、高卒では「本県」（全国）

の順に、２０２１年「３７．５％」（38.4%）、２０２２年「２６．２％」（29.3%）、

２０２３年「１４．９％」（17.4%）、短大卒では、２０２１年「４３．３％」（44.6%）、

２０２２年「２７．９％」（32.9%）、２０２３年「１６．５％」（18.3%）と、本

県が全国を下回っています。一方、大卒においては２０２１年「３８．２％」（34.9%）、

２０２２年「２５．２％」（23.9%）、２０２３年「１２．５％」（10.9%）と本県

が全国より離職率が高い傾向が見られます。 

  厚生労働省の調査によるとキャリアプランを持たない若者が多く、雇用のミスマ

ッチによる早期離職につながると考えられることから、学生等の時期から職業意識

やキャリア形成意識を醸成することが大切です。  

 

※  2021 年は就職後 3 年間、2022 年は 2 年間、2023 年は 1 年間での離職率  
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【徳島県の新規学校卒業就職者の離職率の推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （資料：徳島労働局から提供）  
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（７）高齢者就業率 

県内の令和４年（２０２２年）の年齢階級別就業率を見ると、本県の就業者の割

合は、５５～５９歳で８２．５％（H29・79.6%）、６０～６４歳で６９．１％（H29

・60.2%）、６５～６９歳で４７．３％（H29・42.4%）と、いずれも５年前より高く

なっており、６０歳を過ぎても多くの高齢者が就業しています。  

 

【徳島県の年齢階級別就業率（令和４年）】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：総務省統計局「令和４年就業構造基本調査」）  

 

（８）非正規雇用労働者の推移 

    県内の雇用者に占める非正規雇用労働者の割合の推移を見てみると、平成２４年

（２０１２年）の３１．０％から平成２９年（２０１７年）は３０．５％、令和４

年（２０２２年）は３０．８％とほぼ横ばいで推移しており、全国平均と同様の傾

向を示しています。  
また、女性の非正規雇用の割合は、平成２４年（２０１２年）の４６．７％から

平２９年（２０１７年）は４５．０％、令和４年度（２０２２年）は４４．４％と

減少傾向にあるものの、雇用者の約半数を占めています。  

近年の非正規雇用労働者率の高止まりの原因としては、定年後にパートや嘱託な

どで勤務する高齢者層が増加していることも一因だと考えられます。  

  職業訓練の機会を提供し、社会に求められる技能・技術を身につけてもらい、安

定した就労に向けて支援していくことが重要です。  
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【雇用者に占める非正規雇用労働者の割合の推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （資料：総務省統計局「令和４年就業構造基本調査」）  
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（９）障がい者の雇用状況 

   県内の障がい者の雇用状況を見てみると、本県の民間企業の障がい者雇用率は、 

平成２７年（２０１５年）の２．０４％から令和６年（２０２４年）の２．４２％

まで全国平均を上回って推移していますが、最大で０．２０ポイントあった全国と

の差が、令和６年は０．０１ポイントまで縮小するとともに、令和６年４月から２．

５％に引き上げられた法定雇用率が未達となりました。  

 

【民間企業における障がい者の雇用状況の推移】  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：厚生労働省、徳島労働局「障害者雇用状況の集計結果」）  
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（１０）外国人の雇用状況 

県内の外国人の雇用状況について、令和２年（２０２０年）から令和６年（２０

２４年）までの５年間について見ると、コロナ禍の影響下にあった令和３年（２０

２１年）には減少に転じましたが、令和４年（２０２２年）以降は増加傾向が顕著

となっており、令和６年１０月末の雇用数は前年比で７９６人（１４．１％）増加

し、６，４５２人となっています。 

また、令和６年（２０２４年）の在留資格では、技能実習が３，１６５人（４９．

１％）であり、令和２年（２０２０年）以降の５年間では技能実習が約５４％を占

めています。 

少子高齢化に伴い、生産年齢人口の減少傾向が全国的に今後も続くと予想されて

おり、女性や高齢者とともに外国人も貴重な働き手として期待されていることから、 

言葉や習慣の異なる外国人が、働きやすい環境づくりや日本での就業を支える実践 

的な知識・技能などを習得できる職業訓練を充実させていく必要があります。  
  

 

【徳島県の在留資格別外国人労働者数】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（資料：徳島労働局「徳島県における外国人雇用状況の届出状況」）  
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２ 産業構造の状況 

（１）産業（３部門）別就業者数構成比の推移 

産業（３部門）別就業者数構成比の推移を見てみると、県内の令和２年（２０２

０年）の構成比は、第１次産業は２４，４４８人（７．４％）、第２次産業は７４，

５３０人（２２．７％）、第３次産業は２２０，２９８人（６７．１％）となって

います。第１次産業、第２次産業はいずれも減少し、第３次産業は増加の傾向が見

られます。  

製造業等の第２次産業は、平成７年（１９９５年）以降、減少傾向にあり、特に

建設業の就業者数の減少が大きくなっています。また、第３次産業では医療・福祉

の就業者数が増加しています。  

 

【産業（３部門）別就業者数構成比の推移】  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（資料：総務省「国勢調査」）  

 

（２）職業別の求人・求職状況 

  本県の令和７年（２０２５年）８月の職業別有効求人倍率をみると、「事務」など

は低く、「専門的・技術的職業」、「建設・採掘」、「保安の職業」などは高いなど、

職業により格差がみられ、職業間でのミスマッチが生じていることが分かります。  

医療関係は全体的に、建築・建設関係は技術者、技能者の人材が不足しています。 

職業中分類では、求人数は「介護サービス」が７５２人と最も多く、有効求人倍

率は２．５１倍となっています。また、生産工程従事者では、「機械整備・修理従

事者」の有効求人倍率が２．５９倍となっています。 

  ものづくり分野、人手不足分野の人材育成や熟練技能を継承する取組により、引 

き続き雇用のミスマッチの解消に努めていく必要があると考えられます。  
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 【職業別の求人・求職状況】  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

【有効求人倍率が高い主な職業（令和７年８月 常用雇用のみ）】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：徳島労働局「最近の雇用失業情勢」）  

 
 

 

 

大分類 中分類
有効求人
数（人）

有効求職
者数（人）

有効求人
倍率（倍）

建築・土木・測量技術者 408 72 5.67
医師、歯科医師、獣医師、薬剤師 112 17 6.59
保健師、助産師、看護師 610 219 2.79
医療技術者 284 92 3.09
社会福祉専門職業従事者 549 182 3.02

販売従事者 営業販売従事者 121 49 2.47
介護サービス職業従事者 752 300 2.51
保健医療サービス職業従事者（看護助手、
歯科助手等）

148 43 3.44

保安の職業 自衛官、警察官、消防員、警備員等 348 59 5.90
生産工程従事者 機械整備・修理従事者 192 74 2.59

建設躯体工事従事者（型枠大工、とび職、
鉄筋作業従事者）

146 27 5.41

建設従事者（大工、左官、配管従事者等） 186 66 2.82
電気工事従事者 177 59 3.00
土木作業従事者（土木従事者等） 334 61 5.48

建設・採掘の職業

サービスの職業

専門的・技術的
職業
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３ 職業能力開発の取組状況 

（１）県立テクノスクールでの職業能力開発の状況 

    本県では、職業能力開発校として県内３箇所に県立テクノスクール（中央テクノ 

スクール、南部テクノスクール、西部テクノスクール）を設置し、学卒者、離職者、 

及び在職者向けの職業訓練を実施しています。  

 

施設内訓練では学卒者を主として離職者も対象に広く職業訓練を実施しており、

入校率は令和２年度（２０２０年度）は６４．４％でしたが、令和６年度（２０２

４年度）は４６．７％と低下しています。就職率は令和２年度（２０２０年度）の

８８．９％から、令和６年度（２０２４年度）は８６．５％と横ばいで推移してい

ます。  

入校率低下の原因としては、少子化の進展による若年人口の減少や、高い求人倍

率や人手不足により、職業訓練によらずに就職していく人が増えていることが一因

ではないかと推測されます。  

  一方で、県内事業者の技能継承者の不足も問題視される中、職業訓練を通じた技

能の習得はますます重要となっており、産業界のニーズに的確に対応した職業訓練

の実施と、テクノスクールが行う多様な職業能力開発に関する情報提供や周知等を

積極的に行うことが重要です。  
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民間教育機関等を活用した委託訓練は主に離職者を対象としており、入校率は令

和２年度（２０２０年）は７７．０％でしたが、人手不足を背景とした有効求人倍

率の上昇を背景に、令和６年度（２０２４年）には５９．１％となっています。 

一方、就職率は令和２年度（２０２０年）の８０．７％から、令和６年度は７８．

６％と横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業等に在職している方を対象に、職務に必要な技能・技術を習得させる在職者

訓練の受講者数は、令和２年度（２０２０年度）の２４０人から令和５年度（２０

２３年度）は１５７人まで減少しましたが、令和６年度（２０２４年度）には２３

６人まで回復しています。事業者のニーズを丁寧に聴き、現場に求められる在職者

訓練の実施に努める必要があります。  
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（２）技能検定受検者数の推移 

労働市場において、働き手の職業能力を適切に評価する制度である技能検定の受  

検者数は、平成３０年度（２０１８年度）に６５５人でしたが、その後は４００人

台から６００人台の間で推移しており、令和６年度（２０２４年度）は５３２人と、

長期的に減少傾向にあります。  

  また、高校生の受検者数も減少傾向にあり、平成３０年度（２０１８年度）には

１３０人でしたが、令和６年度（２０２４年度）には８４人となるなど、減少傾向

にあります。  

  なお、令和２年度（２０２０年度）は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

より、技能検定の前期日程が中止となるなど受検者数は大きく減少し、令和３年度

（２０２１年度）はその反動もあり、受検者数が多くなっています。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


